
 

 

 

■実施状況                                                  ＜令和８年８月時点＞ 

 令和７年度補正予算 令和８年度補正予算 

交付限度額 12 億 5465 万円   5121 万円   

うち令和７年度 交付決定額 0 円（0%） ―円（―%） 

うち令和８年度 交付決定額 12 億 5465 万円（100%） 5121 万円（100%） 

残額 0 円（0%） 0 円（0%） 
 
■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆物価高騰対応生活応援商品券事業  事業費：10 億 227 万円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

物価高騰に伴う家計負担の軽減と市内事業者の売上拡大による地域経済の振興を図るため、全市民に 1 万円分の商品券を配布する。 

 

◆小学校給食事業  事業費：6844 万円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

食材費の高騰により令和 4年以降段階的に給食費を増額改定しているが、増額改定分を市で負担することにより保護者負担の給食費を軽減する。 

※給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、国/県からの基準額に基づく支援額を超える部分に対して本交付金を充当する。 

 

◆中学校給食事業  事業費：4504 万円（R7 補正を活用）  ※食料品特別加算を活用 

食材費の高騰により令和 4年以降段階的に給食費を増額改定しているが、増額改定分を市で負担することにより保護者負担の給食費を据え置く。 

 

事業者支援 

◆地域経済活性化支援事業  事業費：1億 8000 万円（R7 補正を活用） 

エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響で苦しい経営環境が続く中小企業者等に対して、事業の継続を支援するため、市独自の支援金｢酒田市中小企業者

エネルギー価格高騰対策支援金｣により、1者当たり 5万円を給付する。 

 

◆農業水利施設電気料金高騰対策支援事業  事業費：3242 万円（R8 補正を活用） 

電気料高騰等によって特に影響を大きく受けている土地改良区等における農業水利施設の電気料高騰に対する支援を実施する。 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
 

令和７年度補正予算・令和８年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について 

山形県酒田市 


